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（写真）Midjourney “ベネズエラの石油を積んだタンカーをベネズエラ軍艦が護送（写真はイメージ）” 

 

 

２０２５年１２月１７日（水曜） 

 

政 治                     

「トランプ大統領 奪われた利権を取り戻す」 

「MCM 氏 オスロ出発、脊椎の負傷は回復過程」 

「米軍 太平洋東部で船舶を攻撃、死者４名」 

経 済                     

「タンカー拿捕後も石油製品の輸出を試みる 

～非制裁タンカー２隻が出航、軍艦が護衛～」 

「１８隻の制裁タンカーがベネズエラ海上に滞留」 

「タンカー拿捕はベネズエラ経済に甚大な打撃 

～輸出減少で産油抑制、鉱井停止の可能性～」 

「Copa Airline マラカイボーパナマ間の運航再開」 

２０２５年１２月１８日（木曜） 

 

政 治                     

「１２月２３日 国連安保理でベネ問題を協議 

～中露 米国に警戒感、マドゥロ政権支持～」 

「トランプ大統領 ベネ攻撃に議会の承認不要」 

「米下院 米国軍のベネ撤退に関する決議を否決」 

「ルラ大統領 米とベネズエラの仲裁役を申し出」 

「パナマ ベネズエラ移民の直行送還便を開始」 

経 済                     

「油田開発 PCL ベネズエラからの撤退を発表 

～露によるベネ石油事業への関与後退か～」 

「一般貨物船オペレーションは特段の異常なし」 
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２０２５年１２月１７日（水曜）             

政 治                       

「トランプ大統領 奪われた利権を取り戻す」       

 

１２月１７日 トランプ大統領は記者団に対して「ベネ

ズエラはかつて米国の原油権益を奪った」 と主張した。 

 

トランプ大統領は、かつてベネズエラに存在していた米

国系企業の権益が失われた歴史を持ち出し、「我々の原

油権益を取り戻したい」「不当に奪われた」 との見解を

示した。 

 

トランプ大統領によれば、ベネズエラには豊富な原油資

源があり、かつて米国企業が関与していたものの、同国

政府による国有化や政策変更で権益が失われた経緯が

あると指摘。 

 

タンカー拿捕や封鎖を含む一連の措置が、米国の「権利

回復」と「歴史的正義」の実現に資するとの立場を示し

た。ただし、これらの措置について、詳細な法的根拠や

国際法上の正当性については説明がなされていない。 

 

米国は１２月１０日、制裁対象となっている原油タンカ

ーを拿捕するとともに、ベネズエラを発着する制裁対象

のタンカーの出入りについて全面的な海上封鎖措置を

発表した（「ベネズエラ・トゥデイ No.1307」「No.1309」）。 

 

トランプ政権はこれらの措置を、麻薬密輸や人身取引、

資産の不正移転などの「国家安全保障上の脅威」と結び

付けて説明しているが、原油権益の「取り戻し」を目的

とした政治的意味合いが強いとの観測も出ている。 

 

一方、ベネズエラ人経済学者のフランシスコ・ロドリゲ

ス氏は、トランプ大統領の「原油権益が奪われた」とい

う主張について、「ベネズエラが米国の原油を盗んだと

いう主張は根拠を欠く」と反論した。 

ロドリゲス氏は、ベネズエラ憲法を元に「第一前提とし

て、ベネズエラ国内の採掘活動は国家に裁量権がある」

と指摘。「ベネズエラが米国の原油を盗んだ」との主張

を否定した。 

 

「MCM 氏 オスロ出発、脊椎の負傷は回復過程」         

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1309」で紹介した通り、

野党指導者マリア・コリナ・マチャド氏（以下、MCM）

はベネズエラを脱出する際、小型船での移動中に悪天候

に見舞われ、脊椎を負傷し、オスロの医療機関で治療を

受けていた。 

 

本件について、１２月１７日時点で MCM 氏はオスロ

をすでに離れ、現在は脊椎の負傷から回復過程にあるこ

とが明らかになった。 

 

この情報は、MCM 氏の側近であり、野党組織「Vente 

Venezuela 」 の 国 際 調 整 責 任 者 で も あ る  Pedro 

Urruchurtu 氏 が 明 ら か に し た も の （ 下 写 真 は

Urruchurtu 氏の SNS 投稿文）。 

 

Urruchurtu 氏は、MCM 氏がオスロを離れた事実を認

めた上で、「専門医の管理下で回復に専念している」と

説明している。 

 

現在の所在、今後の行動やベネズエラへの帰国時期につ

いては、現時点で明らかにされていない。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/edd392fa815a7e83a9a6cc19f17b21e2.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f0e500f6a8060110df17455a9e39d161.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f0e500f6a8060110df17455a9e39d161.pdf
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「米軍 太平洋東部で船舶を攻撃、死者４名」         

 

１２月１７日 米国軍は、太平洋東部の海域で麻薬密輸

に関与していたとされる小型船舶に対して攻撃を実施

し、４人が死亡した。 

 

米国南部軍の発表によると、攻撃対象となった船舶は

「麻薬テロリスト」が運航していた船舶で、太平洋東部

の既知の麻薬密輸ルートを航行していたとの情報に基

づき攻撃が実施されたという。 

 

この結果、船舶に乗船していた４人の男性を殺害した。 

なお、米軍側の戦闘員に死者や負傷者はいなかった。 

 

米軍側は、これらの軍事行動を、麻薬密輸ルートを遮断

し、国際的な麻薬取引ネットワークを弱体化させるため

の措置として位置付けている。 

 

米国政府は一連の作戦を通じて、麻薬密輸防止に向けた

取り組みを強化していると説明しているが、攻撃対象と

なった船舶や航行中の麻薬積載の有無、関係者の身元な

どの具体的な情報については公表していない。 

 

現地メディア「Sumarium」は、今回の攻撃を含めて２

０２５年 8 月から現在までに、同オペレーションに関連

して合計２６回の攻撃が実施され、少なくとも９８人が

死亡したと報じている。ただし、メディアにより数字が

錯綜しており、正確な情報は不明である。 

 

経 済                        

「タンカー拿捕後も石油製品の輸出を試みる          

  ～非制裁タンカー２隻が出航、軍艦が護衛～」           

 

１２月１０日 米国軍は、カリブ海の国際水域を運航し

ていたタンカーSkipper を拿捕した（「ベネズエラ・トゥ

デイ No.1307」）。 

 

米国軍によるタンカーの拿捕は、ベネズエラの石油産業

のロジスティクスに著しい障害を与えており、米国の制

裁下にある船舶の多くがベネズエラ港を出航できなく

なり、原油輸出量が減少したとのデータが報じられてい

る。 

 

この状況を受けて、マドゥロ大統領は「米国が自由貿易

を妨げている」と主張。「ベネズエラは引き続きすべて

の製品の取引を継続する」と述べ、原油や天然資源の輸

出を止める意志はないと強調した。 

 

具体的な手段として、軍艦によるエスコートが報じられ

ている。 

 

米国メディア「The New York Times（NYT）」は、ベネ

ズエラ海域の船舶の動きを追跡している関係者から得

た情報として、「１２月１６日、１７日にベネズエラの

ホセ・ターミナルからタンカーが出航した」と報道。 

同タンカーには、ベネズエラ海軍の軍艦が護衛に就いて

いると報じた。 

 

NYT が関係者から得た情報によると、ホセ・ターミナ

ルを出航したタンカーは、尿素、石油コークス、その他

石油製品を積んで移動しているという。 

 

また、ロイター通信も２隻のタンカーがホセ・ターミナ

ルを出港したと報道。同タンカーにはメタノールと石油

コークスなどが積まれていると報じている。 

 

ロイター通信によると、出航した２隻のタンカーは、米

国の制裁対象となっているタンカーではなく、欧州およ

び南アメリカ方面へ向かっているという。 

 

なお、米国側も護衛付きのタンカーの移動を把握してお

り、現在は対応を検討中と報じた。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/edd392fa815a7e83a9a6cc19f17b21e2.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/edd392fa815a7e83a9a6cc19f17b21e2.pdf
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「１８隻の制裁タンカーがベネズエラ海上に滞留」                  

 

米国メディア「Axios」によると、ベネズエラ海域には米

国が制裁対象とするタンカーが１８隻滞留しており、米

国政府はこれらの船舶を監視していると報じられた。な

お、この１８隻のタンカーには原油あるいは石油製品が

搭まているという。 

 

この１８隻のうち、８隻は大型積載船として分類されて

おり、先に米国により拿捕された タンカーSkipper に

類似する規模の船舶も含まれているという。 

 

１２月１６日 トランプ大統領は自身の SNS アカウン

トで「ベネズエラに出入りするすべての制裁対象の石油

タンカーに対し、全面的かつ完全な封鎖を命じる」と投

稿した。 

 

この発言の通りであれば、これら制裁タンカーがベネズ

エラ海域を出て、国際海域への移動を試みる場合、米国

軍は当該タンカーを拿捕する可能性がある。 

 

「タンカー拿捕はベネズエラ経済に甚大な打撃」                  

 

米国軍による原油タンカーの拿捕や、トランプ政権が示

唆する全面的な海上封鎖の発言を受け、複数の経済専門

家が、ベネズエラ経済が深刻な打撃を受ける可能性があ

ると指摘している。 

 

ベネズエラ人経済学者 Asdrúbal Oliveros 氏は、現在の

状況について「今後数週間、数カ月はベネズエラにとっ

て非常に厳しい局面になる」と警告。 

 

原油輸出が妨げられれば、国家の外貨供給が急速に細り、

為替、インフレ、財政運営のいずれにも深刻な影響が及

ぶとの見方を示している。 

 

 

特に問題視されているのが、輸出が滞ることで原油在庫

が積み上がり、産油量そのものを抑制せざるを得なくな

る点である。専門家によれば、原油を輸出できない状況

が続けば、貯蔵施設が早期に飽和し、結果として生産調

整を余儀なくされるという。 

 

この点については、米国メディア Bloomberg の報道と

一致している。 

 

Bloomberg は、原油貯蔵が飽和し、輸出プログラムが大

幅に崩れれば、油井の稼働停止や生産調整が必要になる

可能性があると報道。 

 

油井の停止は、設備の劣化や再稼働コスト上昇を招き、

長期的な生産能力の低下リスクにつながる可能性があ

ると指摘している。 

 

別のベネズエラ人専門家 Francisco Monaldi 氏も同様の

警告をしている。 

 

Monaldi 氏は２０１９年から２０２０年当時のベネズ

エラを振り返り、当時ベネズエラの産油量が減少した最

大の理由について「オペレーションが崩壊したというよ

りも、原油の輸出先を失ったため、産油量を抑えなけれ

ばいけなかった」と説明。 

 

２０２６年についても、「最初に輸出量が減り、その後

産油量が減ることになる」「PDVSA と合弁会社のキャ

ッシュフローに悪影響を与える」との見解を示した。 

 

「Copa Airline マラカイボーパナマ間の運航再開」                  

 

１２月１７日 パナマの航空会社「Copa Airline」は、

スリア州の州都マラカイボとパナマシティの国際線の

運航を再開すると発表した。 
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Copa Airline によると、運航が再開するのは１２月２０

日。マラカイボの La Chinita 国際空港とパナマシティ

の Tocumen 国際空港を結ぶ路線となる。 

 

１１月２１日 米国連邦航空局（FAA）は、マイケティ

ア飛行情報区（SVZM FIR）を対象とする警戒情報を発

表。これを受けて、多くの航空会社がベネズエラ便の運

航停止・延期を発表していた。 

 

カラカスではないものの外国系航空会社の運航再開の

発表はポジティブなニュースと言える。 

 

２０２５年１２月１８日（木曜）              

政 治                       

「１２月２３日 国連安保理でベネ問題を協議     

 ～中露 米国に警戒感、マドゥロ政権支持～」       

 

１２月２３日 国連安全保障理事会でベネズエラ問題

が正式に議論される見通しとなった。 

 

米国軍がカリブ海の国際水域で制裁対象となっている

タンカーを拿捕したことを受け、ベネズエラ政府が国連

に緊急会合の開催を要請。 

この要請を受けて、１２月２３日に設定される方向で調

整が進んでいるという。 

 

１２月１７日、ニコラス・マドゥロ大統領は国連のアン

トニオ・グテレス事務局長と電話会談を行い、米国によ

る海上封鎖措置を「主権と国際法、平和に対する脅威」

と非難した。 

 

マドゥロ政権は、「封鎖措置が地域の平和と安定を損な

う」と訴え、国連としてこのような一方的措置に対処す

べきだと主張したという。 

 

 

 

ベネズエラを巡る国際関係では、ロシアの動きも注目さ

れている。 

 

ロシア大統領府の Dmitri Peskov 報道官は、米国政府に

よるベネズエラへの圧力政策について「地域における緊

張の高まりを観察しており、これは潜在的に非常に危険

であると考えている」「もちろん、我々は地域の全ての

国々に慎重に行動し、状況の予測不可能な展開を避ける

よう呼びかけている」とコメントした。 

 

また、中国についてはベネズエラ原油を調達していた国

であり、今回のタンカー拿捕に利害関係がある。 

 

１２月１７日、中国の王毅外相 は、ベネズエラの Yván 

Gil 外相 と電話会談を行い、米国のタンカー拿捕につ

いて協議。 

 

王毅外相は、「中国は一方的な覇権行為に反対し、各国

が自国の主権と尊厳を守ることを支持する」との立場を

表明した。また、中国外務省は声明で「中国はベネズエ

ラ政府の正当な権益を守る立場を国際社会が理解・支持

すると信じている」と表明した。 

 

「トランプ大統領 ベネ攻撃に議会の承認不要」           

 

１２月１８日 トランプ大統領は、記者会見において

「ベネズエラの麻薬カルテルに対する陸上攻撃や空爆

を含む軍事行動について米国議会の許可は不要」との見

解を示した。 

 

トランプ大統領は「議会に事前に知らせることも可能だ

が、必須ではない」と述べた一方で、「議会議員は情報

を他に漏らしやすい」との不信感も示している。 
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トランプ政権は、マドゥロ政権高官で構成されるとする

「太陽カルテル」を国際テロ組織に指定しており、麻薬

カルテルと位置付けている。 

 

その意味で、トランプ政権は「マドゥロ政権への攻撃は

麻薬カルテルへの攻撃であり、米国議会への許可は不要」

と認識している。 

 

１０月の時点でトランプ大統領は、「陸上での攻撃を実

行するために議会の許可は不要」「大統領権限の範囲内

で実行は可能」とコメントしていたが、改めてその認識

を示したことになる（「ベネズエラ・トゥデイ No.1286」）。 

 

「米下院 米国軍のベネ撤退に関する決議を否決」         

 

米国下院は、「ベネズエラとの武力衝突が発生した場合

に、米軍撤退を命じるかどうか」に関する２つの決議を

いずれも否決した。 

 

１つ目は、大統領が指定した「テロ組織」との敵対行為

について、戦争権限法第５条を発動し、議会が米軍撤退

を命じるかどうかを問う決議。 

 

この決議は、「反対（命じない）」が２１６票、「賛成（命

じる）」が２１０票で否決された。 

 

これにより、議会はこの時点で撤退命令権限を行使しな

い判断を下した。 

 

２つ目は、議会の承認を受けていないベネズエラ国内で

の武力行使について、米軍撤退を命じるかどうかを問う

決議である。 

 

この決議も、「反対（命じない）」が２１３票、「賛成（命

じる）」が２１１票で否決され、議会は同様に撤退命令

権限を行使しない結果となった。 

 

両決議はいずれも戦争権限法第５条に基づくもので、仮

に可決されていれば、議会は大統領に対し特定地域から

の米軍撤退を命じる法的根拠を得ていた。 

 

ただし、現在は上院・下院ともに共和党が多数派を占め

ており、議会を通じてトランプ政権の軍事行動を抑制す

ることは困難な状況にあると理解されている。 

 

「ルラ大統領 米とベネズエラの仲裁役を申し出」            

 

１２月１８日 ブラジルのルラ大統領は、記者会見を実

施。 

 

米国とベネズエラの政治的対立について、「ラテンアメ

リカでの戦争勃発を避けるため仲裁役を務める意思が

ある」「問題を解決するための政治を行う手段を模索す

る」と表明した。 

 

１２月初めにルラ大統領は、トランプ大統領、マドゥロ

大統領と別々に協議を実施。 

協議の内容について「双方が武力ではなく、交渉で解決

させるとの意思を表明した」と説明した。 

 

なお、ルラ大統領はトランプ政権がベネズエラに圧力を

かけている目的について 

「米国は原油が欲しいのか、レアメタルが欲しいのか、

マドゥロを倒したいのか、彼らの目的が分からない」 

「兄弟同士の殺し合いになる戦争を避けるためにトラ

ンプ大統領と再び話をしてみようと考えている」 

とコメントした。 

 

 

 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/8ea9860ef632211f6f57bfff977e1997.pdf
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「パナマ ベネズエラ移民の直行送還便を開始」         

 

１２月１８日 パナマの José Raúl Mulino 大統領は、ベ

ネズエラ国民を対象とした初の直接帰還便を実施する

と発表した。 

 

Mulino 大統領によると、この帰還便はこれまでの帰還

ルートとは異なり、コロンビアを経由せずに直接ベネズ

エラへ向かうことが特徴だという。 

 

以前は帰還希望者が一旦コロンビアを経由して各地へ

戻る形が一般的だったが、その手間や時間を削減し、よ

り効率的な移動を可能にすると説明している。 

 

実際のところ、パナマは以前よりベネズエラへの移民送

還を実施しており、今回の移民送還便は６０回目だとい

う。ただし、ベネズエラへの直接フライトは今回が初め

てになる。 

 

経 済                       

「油田開発 PCL ベネズエラからの撤退を発表    

   ～露によるベネ石油事業への関与後退か～」           

 

１２月１８日、ロシア系の油田開発企業「Cyprus 

Limited（PCL）」が、ベネズエラ国内での操業を終了し、

同国から撤退することを正式に発表した。 

 

PCL は、今月２３日をもってすべての活動を停止する

と従業員に通知したとされる。 

 

PCL の広報担当者 Andrey Shavkun 氏は社内文書を通

じて、撤退の背景について「構造的かつ突発的な困難が

あり、ベネズエラでの操業を継続できない状況にある」

と説明したという。 

 

 

 

PCL は、ロシア国営大手 Rosnef が所有していた資産を

運用していた企業であり、ベネズエラの石油産業におけ

る外国資本として一定の規模で活動していた。 

 

２０２０年 米国の制裁を受けて Rosneft はベネズエ

ラ事業から撤退。Rosneft がベネズエラで保有してた資

産はロシアの国営企業 Roszarubezhneft に移管された。 

 

PCL は、この Roszarubezhneft のベネズエラ資産につ

いて、現地での操業・人事・契約実務を担う運営会社と

して機能していた。 

 

PCL の撤退により、ロシアのベネズエラ石油事業への

関与は大きく後退する可能性がある。 

 

「一般貨物船オペレーションは特段の異常なし」         

 

「ベネズエラ貨物・関税代理店協会（Asocav）」の Gretsy 

Marín 代表および「ラグアイラ商工会」の Cipriana 

Ramos 副代表は、ベネズエラ港湾の貨物オペレーショ

ンの現状について説明。 

 

「一般貨物船は、トランプ政権によるタンカー拿捕の影

響は受けておらず、以前からの予定通りオペレーション

を継続している」との見解を示した。 

 

Ramos 副代表は「軍事的な対応は石油産業に限定され

ており、一般貨物を対象としたものではない」と指摘。 

 

Marín 代表は「カリブ海域の状況が複雑化したことで、

戦争地域あるいは危険地域と認識され、保険料が高くな

る可能性がある」「しかし、現時点で言えばそのような

引き上げは確認できていない」とコメントした。 

 

以上 


